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本書で利用している統計調査の集計区分の変更等に関する注意 

 

１）郵政民営・分社化について 

日本郵政公社の民営・分社化（2007 年 10 月）に伴い、「労働力調

査」及び「賃金構造基本統計調査」の集計上の取扱いが変更されたた

め、一部の産業別指標について時系列比較に注意を要する。 

 

２）「賃金構造基本統計調査」の年齢階級区分について 

「賃金構造基本統計調査」の 2008 年集計では、年齢階級がこれまで

の「～17 歳」「18～19 歳」から「～19 歳」に、「65 歳以上」から「65

～69 歳」「70 歳以上」に変更された。このため、各指標での扱いにつ

いては各項を参照されたい。 
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